
2010 年 3 月 1 日号 

FBC Weekly Business Newsletter（月曜日発行） 

No.442 

アイスランド、早期のEU加盟なるか 

今年のユーロ圏成長率は0.7％、 

内需不振で回復足踏み＝欧州委予測 

 

欧州委がクロマグロの取引禁止を提案、 

加盟国による承認の公算大 

 

自動車部品でカルテル疑惑、 

欧州委が矢崎総業など調査 

特報 

FBC Business Consulting GmbH   August-Schanz-Str.8 , 60433 Frankfurt/M. (Germany) 
Tel : 069-5480950, Fax :  069-54809525, E-mail : fbc@fbc.de, http://www.fbc.de 

＊ PDFファイルでご覧の方は左のパレットの「しおり」を開き、見たいタイトルを選択して下さい。 

Rechtsform: GmbH Sitz: Frankfurt am Main HRB 44664 Geschäftsführer: Susumu Fujita  

 ■注意■ 
1.弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 
2.本誌のご利用によって生じたトラブル・損失・損害に関し、当社は一切の責任を負いません。 



FBC Weekly Business Newsletter EUウオッチャー 2010年3月1日発行  442号 http://www.fbc.de 

2 
Copyright(c) FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

2 
Copyright© FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

 

アイスランド、早期のEU加盟なるか .............................................. 3 

今年のユーロ圏成長率は0.7％、内需不振で回復足踏み＝欧州委予測 .................. 4 
ギリシャに最大250億ユーロ支援？ 欧州委は否定 ................................. 5 
2月のユーロ圏景況感、11カ月ぶり悪化 ........................................... 6 
EUがイスラエルを旅券悪用で非難、ハマス幹部暗殺に関与の疑い .................... 6 
1月のユーロ圏インフレ率、確定値も1％ .......................................... 7 
ユーロ圏民間企業融資、5カ月連続縮小 ........................................... 8 

欧州委がクロマグロの取引禁止を提案、加盟国による承認の公算大 ................... 8 
欧州委が自己資本規制の強化を提案、流動性リスク管理や資本の質向上など柱 ......... 9 
石油ガス輸入600億ユーロ削減へ、欧州委が長期戦略で試算.......................... 9 
12月のユーロ製造業新規受注、17カ月ぶりプラス ................................. 10 
バルカン諸国への貿易優遇、2015年まで延長へ ................................... 11 

自動車部品でカルテル疑惑、欧州委が矢崎総業など調査 ........................... 11 
欧州委が米グーグルを調査、検索サービスめぐる苦情で ........................... 11 
アイルランドの銀行不良資産買い取り計画、欧州委が承認 ......................... 12 
ギリシャを欧州裁に提訴、違法補助金の未回収で ................................. 12 
三菱ケミカルの三菱レイヨン買収を承認 ......................................... 12 

20週の法定産休期間と父親休暇導入、欧州議会専門委が新提案 ...................... 13 
15年までに死刑停止、EUが日米などに要求へ ..................................... 13 

仏カルフールがベルギー事業縮小／独インフィニオンがエルピーダを提訴／ 

1月のEU商用車販売は12％減／独企業景況感が11カ月ぶり悪化 

フォルクスワーゲン／コメルツバンク／アリアンツ／コンティネンタル／ 
ドイツテレコム／ロイズ・バンキング・グループ／BASF／バイエル／メルク など 

  総合総合  

 産業・貿易産業・貿易  

 競争法競争法  

 環境・通信・その他環境・通信・その他  

  欧州ビジネスウオッチ欧州ビジネスウオッチ････････････････････････････････････････････････1414  

  欧州株式情報欧州株式情報････････････････････････････････････････････････････････････････1717  

20201010年年33月月11日号日号  No.No.442442  EUEUウオッチャーウオッチャー  
FBC Weekly Business NewsletterFBC Weekly Business Newsletter  

  決算情報決算情報････････････････････････････････････････････････････････････････････････1515  

  特報特報  



FBC Weekly Business Newsletter EUウオッチャー 2010年3月1日発行  442号 http://www.fbc.de 

3 
Copyright(c) FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

3 
Copyright© FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

 
加盟交渉、漁業が焦点 

 
すでにアイスランドは EU 加盟
国を主体とする欧州経済地域

（EEA）に参加し、EU経済に事実
上組み込まれている。欧州委によ

ると、同国は輸入の 54％をEUに頼
り、輸出の 76％が EU向けだ（08年
時点）。欧州内での出入国審査を廃

止する「シェンゲン協定」にも参加

し、市民は大部分の EU加盟国をパ
スポートなしで旅行できる状況に

ある。さらに、国内法と EU法の調

和が進んでおり、すでに加盟基準

の 4分の 3を満たしているとされ
る。このため、加盟手続きの障害

は、過去の中東欧諸国を対象とし

た EU 拡大時より障害ははるかに
すくない。先行して加盟交渉を

行っている加盟候補国のうちトル

コを追い抜くのは確実で、クロア

チアよりも早く加盟が実現するこ

ともありえるとの見方がある。 
欧州委が今後の課題としている

のが、漁業、農業、金融機関の監督

などでのルール調和。なかでも漁

業が大きな焦点とみられている。

アイスランドは EU より厳しく漁
業資源を管理しながら漁業水域を

保全してきたが、EUに加盟すると
共通漁業政策に組み込まれ、統制

権を失うことになるためだ。加盟

交渉では、この問題について何ら

かの特例措置を確保したいアイル

ランド側と EU の激しい綱引きが
展開されそうだ。 

（次頁に続く） 

 

 
 

欧州委員会は 2月 24日、アイス
ランドと EU の加盟交渉開始を加
盟国に勧告した。金融危機で大打

撃を受けたアイスランド政府は、

孤立政策から転換し、経済再建の

切り札として EU加盟を選択。昨年
7 月の加盟申請から異例の短期間
で、交渉開始に向けた欧州委の同

意を取りつけた。順調に行けば

2012 年にも加盟が認められる見通
しだ。ただ、経営破たんしたアイス

ランドの銀行に口座を持っていた

英国、オランダの預金者への返済

をめぐる問題など障害があり、曲

折も予想される。 

アイスランドと EU の加盟交渉
開始には、現加盟国の全会一致に

よる承認が必要。EUは 3月 25、26
日の首脳会議で可否を判断する。

承認されると加盟候補国として正

式承認され、加盟交渉が始まる。 
アイスランドは人口約 32万人の
小国だが、伝統的に漁業、農業が盛

んで、さらに近年になって金融が

発達して経済を大きく支える存在

となり、国民 1人あたりの国内総生
産（GDP）は 3万 6,777ドル（2008
年時点）と、欧州でも有数の経済力

を持っていた。民主主義、法秩序な

ど社会の基本構造が EU の理念と

一致していることもあり、EUに加
盟する気であれば、とっくの昔に

加盟国となっていたはずだ。しか

し、国家経済にとって重要な漁業

政策で主権を手放したくないこと

から、加盟を見送ってきた。 
この状況が一変したのは 2008年
の金融危機。金融システムが崩壊

し、全銀行が国有化されるという

事態に陥った。昨年 4月の総選挙で
誕生した社会民主同盟（SDA）を中
心とする連立政権は、経済再建に

は EU の傘に入ってユーロも導入
し、信用を回復することが必要と

の結論に達し、7月に加盟を申請。
欧州委は今回、同国が加盟交渉開

始の条件を満たしていると判断

し、勧告を出した。 

 

 アイスランド、早期のEU加盟なるか 

 

  

  ドイツの産業・経済・社会情報、大手企業・日系企業動向などを掲載。 

表やグラフも豊富でマーケティングや報告書の作成にも役立ちます。 

ドイツ経済ニュース  
お問い合わせ、お申込みは http://www.fbc.de/pub.htm 又は 弊社カスタマーサービスまで  

TEL：069-5480950 FAX：069-54809525 E-mail：info@fbc.de                            

★毎週水曜発行★ 

姉妹誌 
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欧州委員会は 2月 22日、ユーロ
参加国が財政危機に直面するギリ

シャに対する最大 250 億ユーロの
支援を検討中との報道について、

「ギリシャがなんらの金融支援も

要請しておらず、そのような計画

はない」と否定した。ただ、水面下

でドイツが支援策を検討している

もようだ。 
EUは 2月中旬に開いた特別首脳
会議で、ギリシャの財政危機問題

に関して「ユーロ圏全体の金融安

定を保つため、ユーロ参加国が必

要に応じて断固たる協調行動をと

る用意がある」とする声明を採択

し、事態がさらに深刻化した場合

に他のユーロ参加国が協調して金

融支援に乗り出す姿勢を打ち出し

た。ただ、これまでのところ支援の

具体策は固まっていない。 
20 日付の独シュピーゲル誌が報
じた金融支援計画は、独財務省が

まとめたもので、ユーロ参加国が

欧州中央銀行（ECB）への出資額に
応じて資金を拠出し、総額 200 ～
250 億ユーロを支援するという内
容。欧州委の報道官は「（支援が）

必要になったら EU が断固たる行
動をとるのは当然」としながらも、

現時点で支援は決まっていないと

して報道内容を否定した。 
しかし、ドイツは国内銀行がギ

リシャに巨額の貸し付けをしてお

り、デフォルト（債務不履行）にな

ると大打撃を受けることから支援

に積極的だ。議会筋が 26 日にブ
ルームバーグに明らかにしたとこ

ろによると、250億ユーロ規模の支
援策の一環として、政府系金融機

関のドイツ復興金融公庫（KfW）が
ギリシャ国債を購入し、ドイツ政

府が保証をつけるという案が浮上

しているという。ギリシャが巨額の

国債償還期限を迎える4、5月に資金
確保ができない場合などへの対応

を念頭に置いたものとみられる。 

<EU14416> 
 
 

 

英蘭、預金問題で交渉開始阻止も 
 
当初は、この漁業問題が加盟交

渉で事実上、唯一の障害と目され

ていた。ところが、ここにきて大き

な問題として浮上してきたのが、

預金返済をめぐる英国、オランダ

との対立。これが解決しなければ

両国が報復として加盟交渉開始に

拒否権を発動する恐れがあり、最

初の試練を迎えている。 
アイスランドは 08年 10月、破た
んした大手銀行ランズバンキを国

有化すると同時に、同行のネット

銀行「アイスセーブ」の外国人口座

を閉鎖し、英国、オランダの預金者

が大きな影響を受けた。両国の預

金者には、それぞれの政府が肩代

わりして払い戻され、アイスラン

ドが両政府に総額 57億ドルに上る
債務を抱える形となっている。3カ

国は債務返済で合意し、アイスラ

ンド議会が 12月末に関連法案を可
決したものの、大統領が国内経済

に大きなしわ寄せが及ぶとして法

案への署名を拒否し、法案の可否

を 3月 6日に国民投票にかけるこ
とになっている。 

政府が法案に基づいて返済に応

じれば、支払額は 1世帯あたり 6万
ドル相当の負担になることから世

論は反発しており、このままでは

国民投票での否決が確実。早期の

EU 加盟を最重要課題とするアイ
スランド政府は、返済に上乗せす

る利子を英、オランダが求める水

準より引き下げ、返済総額を軽減

して国民の理解を得る方向で両国

と交渉を進めたが、25 日に協議が
決裂した。欧州委は同問題と加盟

交渉は切り離して扱うという考え

だが、国民投票で否決されると英、

オランダが強硬手段に出て加盟交

渉開始を阻止することが濃厚で、

アイスランドはいきなり出鼻をく

じかれることになる。 
また、加盟交渉が完了し、EUか
ら加盟を承認されたとしても、国

民投票で賛成を取り付けなればな

らない。金融危機直後は EU加盟支
持に傾いていた世論も、英、オラン

ダとの対立を契機に風向きが変わ

りつつあり、世論調査機関ギャ

ルップがこのほど財界人を対象に

実施した調査では 60％が加盟に反
対だった。金融危機の混乱が国際

通貨基金（IMF）などの支援によっ
て落ち着きを取り戻せば EU 加盟
待望論が冷め、再び名誉ある孤立

を選ぶ可能性も捨てきれない。 

<EU14414> 
 

 

 

      

ギリシャに最大250億ユーロ支援？ 
独誌報道、欧州委は否定 
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で「景気は回復しているが、まだ脆

弱だ」と語った。 

ユーロ圏の景気回復が足踏み状

態なのは、金融・経済危機を受けて

各国が導入した景気刺激策の効果

が一巡し、内需を活発化させる材

料に欠けていることがある。新興

国を中心とする世界経済の回復が

欧州より進んでいることで、輸出

環境は好転しているが、欧州委は

それが内需を刺激するには至って

おらず、設備投資や住宅投資は低

迷していると指摘。このため雇用

状況が依然として厳しく、内需の

柱である個人消費が伸びないとい

う悪循環を招いている。金融市場

も 2009年に安定化したが、「バラ
ンスシートの調整は完了しておら

ず、不安が残る」としている。 

そして大きな不安要素となって

いるのがギリシャの財政危機。ギ

リシャ政府は財政再建を誓ってい

るが、緊縮政策が国民の反発を浴

び、24 日には官民労組が全土で大
規模なストライキを実施して各地

で混乱が発生し、EUに約束した財

政赤字削減計画を実施できるかど

うか危ぶまれている。 

これを受けてスタンダード・ア

ンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）などがギ

リシャ国債のさらなる格下げを予

告。ユーロの信用が揺らぎ、25日に
ユーロは対円で 1 年ぶりの安値に
急落した。こうした状況が景気回

復に重くのしかかっている。市場

では景気見通しの悪化を受け、欧

州中央銀行（ECB）が利上げを当面
見送り、年内は過去最低水準の現

行金利を続けるとの見方が多い。 

欧州委員会は 2月 25日発表した
暫定経済予測で、2010 年のユーロ
圏の実質域内総生産（GDP）成長率
が 0.7％になるとの見通しを示し
た。景気回復は進むものの、外需頼

みで力強さに欠け、低水準の成長

にとどまるとみている。ギリシャ

の財政危機に端を発した南欧諸国

の信用不安による金融市場の動揺

が続くなか、欧州委は「最近の金融

市場の動きが示すように、今回の

予測を取り巻く不透明感は強い」

と回復が足踏みすることへの警戒

感を強めている。（表参照） 

欧州委は春と秋に詳細な経済予

測を発表するが、中間期に暫定的

な予測を出している。今回の暫定

予測はドイツ、フランス、イタリ

ア、英国、スペイン、オランダ、ポー

ランドのEU主要7カ国のデータに
基づいてまとめたもの。EUベース
の予想成長率も 0.7％だった。ユー
ロ圏、EUとも昨年 11月の秋季予測
から据え置かれた。 

国別の成長率は、ドイツ、フラン

ス、イタリアは秋季と同じ。スペイ

ンはマイナス 0.6％となり、マイナ
ス幅は秋季の同 0.8％から上方修正
されたものの、なお景気後退が続

く。英国は付加価値税（VAT）の減
税が終了した影響で、0.9％から
0.6％に下方修正された。 
ユーロ圏は昨年 7－ 9月期に前
期比 0.4％にプラス成長に転じた
が、10－ 12月期はドイツがゼロ成
長にとどまったことが響いて成長

率が 0.1％に失速した。欧州委は
2010年 1－ 3月、4－ 6月、7－ 9月
も前期比 0.2％の低成長が続き、
10－ 12月になっても同 0.3％にと
どまると予想している。レーン委

員（経済通貨問題担当）は記者会見

09年GDP

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 09年秋季 今回

ドイツ -5.0 0.0 0.3 0.3 0.4 1.2 1.2 

スペイン -3.6 -0.1 0.1 -0.2 0.1 -0.8 -0.6 

フランス -2.2 0.4 0.0 0.1 0.3 1.2 1.2 

イタリア -4.5 0.4 0.1 0.2 0.3 0.3 0.9 

オランダ -4.5 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.9 

ユーロ圏 -4.0 0.2 0.2 0.2 0.3 0.7 0.7 

ポーランド 1.2 0.1 0.5 0.8 0.9 1.8 2.6 

英国 -4.6 0.2 0.2 0.3 0.4 0.9 0.6 

EU27カ国 -4.1 0.2 0.2 0.2 0.3 0.7 0.7 

四半期伸び率（前期比）通期伸び率

(前年比）

10年GDP（予測）

通期伸び率（前年比）

欧州委・2010年暫定経済予測（単位：％）

<EU14415> 

 2010年のユーロ圏成長率は0.7％ 
欧州委予測、内需不振で回復足踏み 
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

EU外相理事会は 22日、パレスチ
ナのイスラム原理主義組織ハマス

の幹部、マフムード・マブフーフ司

令官がアラブ首長国連邦（UAE）の
ドバイで暗殺された事件に関連し

て、名指しは避けながらもイスラ

エルを厳しく非難する内容の声明

を発表した。犯行グループが EU加
盟国発給の旅券を悪用し、盗んだ

個人情報に基づきクレジットカー

ドを不正に取得・使用したことに

「多大な懸念」を表明。EU市民の
権利が侵害されたことは深刻な問

題だと指摘した。また、イスラエル

国家の存在を認めないハマスの幹

部暗殺への関与は、「中東の和平と

安定に寄与しない」と断じた。 
EU が声明で名指しを避けた背
景には、イスラエルとの緊密な関

係維持を求めるドイツ、イタリア

をはじめ数カ国の意向があったと

される。現在のところ、イスラエル

の関与を証明する具体的証拠が確

認されていないことも考慮した。

ただ、事件の前にイスラエルのネ

タニヤフ首相が対外特務機関モサ

ドの幹部と面会し、暗殺を事前に

承認していたとも伝えられてお

り、ドバイ警察はモサドの関与を

ほぼ確実とみている。 
旅券を悪用された英独仏、アイ

ルランドはすでにイスラエル大使

を召喚して説明を求めるなど、事

件は各国とイスラエルの外交問題

にも発展している。しかし、イスラ

エルのリーベルマン外相は自国の

関与を示す証拠は何もないと主張

する一方で、関与を明確に否定す

ることもせず、「（EU外相らは）
ジェームズ・ボンドの映画を見す

ぎだ」などと発言。EUとの外交関
係に長期的な影響をもたらすもの

ではないとみて、全面的な危機に

陥る可能性はないと踏んでいるも

ようだ。 
暗殺されたマブフーフ司令官

は、パレスチナのガザ地区を実効

支配するハマスの軍事部門創設者

で、ガザへの武器密輸に関与して

いた人物。1月20日にドバイのホテ

ルで死亡しているのが発見され

た。容疑者らが使用した旅券は EU
の 4 カ国のほかオーストラリアが
発給したもので、偽造されたか、本

人になりすまして別人が取得した

とみられる。ドバイ警察がすでに、

容疑者とみられる外国人 26人の写
真と氏名を二度にわたって公開し

ており、先に特定した 11人は国際
刑事警察機構が国際手配済み。容

疑者のうち 7 人の氏名は実在する
イスラエル在住の英国人などと一

致することが確認されているほ

か、イスラエルに住む英国人男性 6
人が、個人情報を盗まれたと訴え

出ている。また、容疑者のうち 14
人が航空運賃や宿泊代の支払いに

使用したクレジットカードも特定

されており、記載されていた 8人の
氏名も、実在のイスラエル居住者

ものと同じであることが分かって

いる。クレジットカードの大半は、

米国の同一の銀行が発行したもの

だった。 

<EU14420> 
 
 

欧州委員会が 2月 25日発表した
同月のユーロ圏の景況感指数

（ESI、標準値 100）は 95.9で、前月
の 96から 0.1ポイント低下した。
ESIの低下は11カ月ぶり。景気回復
が力強さを欠いていることを浮き

彫りにした格好で、欧州委は「回復

が勢いを失った」と分析している。 
ユーロ圏経済は 09年 7－ 9月期
に景気後退局面を脱したが、

10－ 12月成長率は前期比 0.1％と

足踏み状態にある。同日に発表さ

れた欧州委の暫定経済予測でも、

2010年成長率は0.7％にとどまると
の見通しが示された。ギリシャの

財政危機という不安要素もある。 

ESIを構成する 5分野では、消費
者の景況感が前月から 1 ポイント
低下。また、小売業が 4ポイント低
下した。雇用悪化が続いているこ

とで消費者心理が冷え込み、個人

消費が低迷して景気回復の足かせ

となっていることがうかがえる。

製造業は 1ポイント、サービス業は
2ポイントの幅で上昇。建設業は横
ばいだった。 

EU27カ国ベースの ESIは前月を
0.2ポイント上回る 97.4となり、11
カ月連続の上昇を保った。ただ、国

によって大きなばらつきがあり、

主要国ではドイツ、スペイン、英国

が上昇した一方、フランス、イタリ

アは低下した。 

<EU14417> 
 

 

2月のユーロ圏景況感、11カ月ぶり悪化 
欧州委調査、景気回復の勢い失速 

EUがイスラエルを旅券悪用で非難 
ハマス幹部暗殺に関与の疑い 
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

EU統計局ユーロスタットが 2月 26日発表し
た 1月の消費者物価統計によると、ユーロ圏の
インフレ率は速報値と同じ前年同月比 1％で、
前月の 0.9％から拡大した。これは 09年 2月以来
の高水準。エネルギーの上昇率が前月の 1.8％か
ら 4％に跳ね上がり、物価全体を押し上げた。
（表参照） 
物価上昇は 3カ月連続。それでもインフレ率
は欧州中央銀行（ECB）が上限目標値とする 2％
を大きく下回っている。価格変動が激しいエネ

ルギー、食品、アルコール・たばこを除いた基礎

インフレ率は 0.9％と、前月から 0.2ポイント低
下した。欧州委員会が25日発表した2010年の暫
定経済予測でも、通年のインフレ率は 1.1％と許
容範囲内に収まる見通しだ。 

EU27カ国ベースのインフレ率は 1.7％で、前
月から 0.2ポイント上昇。マイナスとなったのは
アイルランド、スロバキア、エストニア、ラトビ

ア、リトアニアだけだった。 

<EU14418> 

1月のユーロ圏インフレ率、確定値も1％ 

1月 12月 11月 10月

ベルギー 0.8 0.3 0.0 -0.9

ドイツ 0.8 0.8 0.3 -0.1

アイルランド -2.4 -2.6 -2.8 -2.8

ギリシャ 2.3 2.6 2.1 1.2

スペイン 1.1 0.9 0.4 -0.6

フランス 1.2 1.0 0.5 -0.2

イタリア 1.3 1.1 0.8 0.3

キプロス 2.5 1.6 1.0 -1.0

ルクセンブルク 3.0 2.5 1.7 -0.2

マルタ 1.2 -0.4 -0.1 -0.5

オランダ 0.4 0.7 0.7 0.4

オーストリア 1.2 1.1 0.6 0.1

ポルトガル 0.1 -0.1 -0.8 -1.6

スロベニア 1.8 2.1 1.8 0.2

スロバキア -0.2 0.0 0.0 -0.1

フィンランド 1.6 1.8 1.3 0.6

ユーロ圏 1.0 0.9 0.5 -0.1

ブルガリア 1.8 1.6 0.9 0.3

チェコ 0.4 0.5 0.2 -0.6

デンマーク 1.9 1.2 0.9 0.6

エストニア -1.0 -1.9 -2.1 -2.1

ラトビア -3.3 -1.4 -1.4 -1.2

リトアニア -0.3 1.2 1.3 1.0

ハンガリー 6.2 5.4 5.2 4.2

ポーランド 3.9 3.8 3.8 3.8

ルーマニア 5.2 4.7 4.6 4.3

スウェーデン 2.7 2.8 2.4 1.8

英国 3.5 : 1.9 1.5

EU27カ国 1.7 1.5 1.0 0.5

ユーロ圏・ＥＵのインフレ率（前年同月比　％）

1月 12月 11月 10月

食品 -1.2 -1.3 -1.2 -1.5

アルコール・たばこ 4.6 4.8 4.5 4.4

衣料 -0.3 0.5 0.2 0.3

住宅 -0.3 -0.3 -1.0 -1.6

家庭用品 1.0 1.2 1.2 1.4

健康 1.0 1.1 1.1 1.1

交通 4.9 3.5 1.4 -2.0

通信 -0.9 -0.8 -0.7 -0.3

娯楽・文化 -0.3 0.0 0.0 0.3

教育 1.6 1.6 1.6 1.5

ホテル・外食 1.0 1.2 1.2 1.3

雑費 1.9 2.4 2.2 2.2

エネルギー 4.0 1.8 -2.4 -8.5

基礎インフレ率 0.9 1.1 1.0 1.2

ユーロ圏インフレ率・分野別(前年同月比　％　)
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

欧州委員会は2月22日開いたEU
農業相理事会で、大西洋産と地中

海産のクロマグロの国際取引禁止

を支持するよう加盟国に提案し

た。個体数の推移などに関する最

新のデータを検証したうえで、今

月カタールで開かれるワシントン

条約締約国会議（CITES）までに EU
としての立場を決定する。現時点

で取引禁止に反対している国はマ

ルタやキプロスなどごく一部にと

どまり、最終的に禁止案が承認さ

れる公算が大きい。 
CITES では大西洋と地中海産の
クロマグロをワシントン条約の

「絶滅の恐れがある生物」に指定

し、国際取引禁止を求めるモナコ

の提案が中心的な議題となる見通

し。大西洋・地中海産クロマグロは

この10年間で個体数が約80％減少
しており、早急に対策を講じなけ

れば絶滅の恐れがあるとされる。

欧州委は昨年 9 月にもモナコ案を
支持するよう加盟国に提案した

が、漁業国の反対で否決された経

緯がある。しかし、クロマグロの主

要な水揚げ国であるイタリアやフ

ランスが方針転換し、現在は取引

禁止の支持派が多数を占めてい

る。欧州議会も先月、国際取引禁止

を EU として支持するよう求める
決議を採択していた。 
欧州委は漁業関係者への影響に

配慮して、国際取引の禁止にあた

り、伝統的な漁法による近海での

漁を例外的に認め、国内での取引

を容認すること提案している。ま

た、取引禁止の施行まで最大 1年の
猶予期間を設け、CITESの常設委員
会が最新の科学データを基に最終

判断するよう求めている。 
ワシントン条約では有効投票の

3分の2以上の賛成で提案が採択さ
れる。ただし、締約国は特定の動植

物について「留保」の手続きを取る

ことができ、非締約国として取引

の継続が認められる。取引を継続

したい日本は漁獲量の調整による

資源保護が可能と主張しており、

来月の CITESでモナコ案が採択さ
れた場合、留保の手続きを取る方

針を示している。 

<EU14421> 
 

欧州中央銀行（ECB）が 2月 25日
発表した通貨供給量統計で、ユー

ロ圏の 1 月の民間企業に対する貸
し出しの伸びは前年同月比でマイ

ナスとなり、5カ月連続で縮小した
ことが明らかになった。景況感も

悪化に転じており、依然として景

気回復が停滞していることが裏付

けられた。 
民間部門への融資伸び率は 1 年
前に比べて 0.6％のマイナスで、前

月のマイナス0.1％から落ち込みが
加速した。金融企業以外の企業に

対する融資額の伸びはマイナス

2.7％で、前月のマイナス 2.2％から
一段と低下している。ただし一般世

帯への貸し出しの伸びは 1.6％で前
月の 1.3％から加速し、9カ月連続で
拡大。これは住宅ローンの貸し出し

が徐々に持ち直しているため。 
これまで企業への融資縮小は資

金需要の減退のためと説明されて

きたが、エコノミストからは銀行

の貸し渋りによるものとの見方も

出ている。 
なお通貨供給量（M3）伸び率は年

0.1％で前月のマイナス 0.3％から
プラスに転じた。ただ 2009年 11月
～2010年1月の3カ月間では、0.1％
のマイナスとなっている。ECB は
中期的なインフレ動向を占う指標

としてM3の動向を重視しており、
ECB が政策金利を当面は現行の年
1.0％に据え置くのは確実だ。 

<EU14419> 

 

民間企業融資、5カ月連続縮小 
ユーロ圏、景気回復の停滞裏付け 

 

      

 欧州委がクロマグロ取引禁止を提案 
加盟国による承認の公算大 

 大手メーカーから中小部品メーカーまで情報を網羅しています。 

◇お申込み・問い合わせ◇ ⇒ TEL：+49-(0)69-5480950／Email：info@fbc.de 

★毎週金曜日発行★ 欧州自動車産業ニュース http://www.fbc.de/pub.htm 
姉妹誌 
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

EU は長期的にエネルギーの安
定供給を確保するため、化石燃料

の輸入依存度を低減させることを

エネルギー政策の柱の 1 つと位置
づけているが、欧州委員会は一連の

政策により、2020年までに石油や天
然ガスの輸入代金をおよそ 600 億
ユーロ削減できると試算している

もようだ。ロイター通信が 23日、EU
の内部資料を基に報じた。 
欧州委は現在、経済・雇用・エネ

ルギーなど主要分野について今後

10年間の戦略をまとめた「2020年
の欧州」と題する政策文書の策定

を進めている。ロイターが入手し

た草案はまず、「EUは成長とエネ
ルギー利用を切り離して資源効率

の高い経済システムを構築し、競

争力を高めると同時にエネルギー

資源や一次産品の輸入依存から脱

却する必要がある」と強調してい

る。そのうえで 20年までにエネル
ギー効率を 20％改善し、同時にエ
ネルギー消費に占める再生可能エ

ネルギーの比率を 20％まで引き上
げるという EUの目標に触れ、これ
らの目標が達成された場合「20 年
までに石油・ガスの輸入代金は 600
億ユーロ削減される」と試算。「コ

スト面だけでなく、エネルギー分

野で独立性を確保するうえで輸入

依存からの脱却が極めて重要」と

指摘している。 
草案はさらに、温暖化防止に向

け、引き続き EUが率先して温室効
果ガス削減に取り組む姿勢を改め

て強調。低炭素技術に関連した市

場規模は今後 20年間でおよそ 3倍
に拡大すると予測したうえで、「こ

れまで EU は環境分野で世界を
リードしてきたが、近年は中国や

北米など他の地域が取り組みを加

速させており、EUの優位性が揺ら
いでいる」と警告している。 
政策文書の最終版は 3月 3日に
公表される見通しだ。 

<EU14423> 
 
 

欧州委員会は 2月 26日、金融シ
ステムの安定化を目的とした銀行

の資本要件に関する EU ルールの
見直しを提案した。EU加盟国は金
融危機の再発防止に向け、昨年 11
月に高リスクの証券化商品を保有

している銀行に対し、自己資本の

積み増しを求めることなどを柱と

する銀行の自己資本・報酬規制改

革案の内容で合意したが、欧州委

は昨年 4月の 20カ国・地域（G20）
首脳会議（金融サミット）で合意し

た「金融システムの強化に関する

宣言」に基づき、新たに流動性リス

ク管理の強化などを打ち出した。

欧州委は 4月 16日まで見直し案に

対する意見募集を行い、各国の金

融当局や業界からの反応を踏まえ

て今年後半に法案を提出する方針

を示している。 
欧州委の見直し案は「資本要件

に関する指令（CRD）」の第 4次改
正に向けたたたき台となるもの。

まず、今回の金融危機では緩和的

な金融環境の下で欧米を中心に多

くの銀行で資金流動性が枯渇した

反省を踏まえ、流動性比率に最低

基準を設けて流動性リスク管理を

強化することを提案している。ま

た銀行は将来のリスクに備えて自

己資本比率を引き上げるだけでな

く、資本の質を高めて透明性と一

貫性を確保する必要があるとし

て、自己資本の定義の見直しを提

案している。さらに銀行の財務の

健全性を示す新たな指標として、

自己資本に対する有利子負債など

他人資本の割合を示すレバレッジ

比率を導入することや、融資先の

信用リスクの開示義務を強化する

ことなどが盛り込まれている。 
欧州委のバルニエ委員（域内市

場・サービス担当）は「危機からあ

らゆる教訓を得ることが不可欠だ。

金融機関の健全性と堅実性を高め

ることが極めて重要で、将来の危機

に備えて新たなルールを導入する

必要がある」と強調している。 

<EU14422> 
 

 

欧州委が自己資本規制の強化を提案 
流動性リスク管理や資本の質向上など柱 

石油ガス輸入600億ユーロ削減へ 

欧州委が長期戦略で試算 

東欧経済ニュース http://www.fbc.de/pub.htm 

 中東欧、CIS諸国の経済・産業動向を配信しています。 
◇お申込み・問い合わせ◇ ⇒ TEL：+49-(0)69-5480950／Email：info@fbc.de 

★毎週水曜日発行★ 

姉妹誌 
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EU統計局ユーロスタットが 2月 24日発
表した 2009年 12月の製造業受注統計によ
ると、ユーロ圏の新規受注は前年同月比

9.5％増となり、08年7月以来17カ月ぶりに
伸びを記録した。フランスで新車買い替え

補助制度が弾みとなって自動車販売が増

えたことや、ユーロ安・ドル高で輸出環境

が改善していることなどが反映されたと

みられる。（表参照） 
受注は全部門で増加。とくに機械など資

本財が 15.6％増と好調だった。EU27カ国
ベースの新規受注は前年同月比 6.3％増。
データが出そろっている 22 カ国ではフラ
ンスが 20.4％増と最も伸びた。このほかド
イツ、スペイン、イタリアなど 13カ国で増
えた。 
一方、前月比ではユーロ圏が 0.8％増、

EU が 0.6％増。上げ幅はそれぞれ前月の
2.7％、2.4％を下回ったものの、2カ月連続
で伸びた。 

<EU14425> 

7月 8月 9月 10月 11月 12月

ユーロ圏

中間財 -27.6 -25.8 -22.3 -16.5 -2.2 5.6

資本財 -28.2 -25.3 -14.7 -15.6 0.9 15.6

耐久消費財 -13.7 -18.8 -13.0 -14.3 -5.4 0.2

非耐久消費財 -4.5 -8.1 -3.2 -5.8 1.0 0.6

EU27カ国

中間財 -26.2 -24.9 -20.8 -15.3 -2.0 5.6

資本財 -30.1 -25.3 -17.0 -16.1 -1.8 8.7

耐久消費財 -7.5 -10.8 -6.9 -9.8 0.0 7.1

非耐久消費財 -3.5 -5.3 -1.1 -5.4 3.8 -1.4

製造業受注：分野別動向

（前年同月比％）　

7月 8月 9月 10月 11月 12月

ユーロ圏 -24.9 -23.4 -16.4 -14.5 -0.6 9.5

EU27カ国 -25.4 -22.7 -16.5 -14.2 -1.3 6.3

ベルギー -28.6 -24.9 -12.9 -16.8 -3.4 :

ブルガリア -27.5 -19.1 -25.6 -17.0 -11.2 -8.0

チェコ -21.6 -14.1 -14.1 -11.2 7.9 12.4

デンマーク -25.3 -26.1 -2.4 -15.1 4.3 10.5

ドイツ -24.2 -23.6 -16.7 -12.1 0.9 6.1

エストニア -40.8 -31.8 -37.6 -34.6 -15.6 -13.2

アイルランド -12.9 -30.7 -12.1 -24.1 -27.8 -24.8

ギリシャ -32.9 -27.5 -24.4 -26.2 -12.1 -10.0

スペイン -28.0 -20.0 -18.5 -12.4 1.3 12.1

フランス -22.5 -14.3 -6.2 -13.3 -3.4 20.4

イタリア -24.7 -27.9 -20.5 -16.9 0.0 11.0

キプロス C C C C C C

ラトビア -24.6 -36.4 -31.0 -18.1 -12.9 12.7

リトアニア -38.1 -41.8 -42.1 -35.3 -25.0 -11.1

ルクセンブルク -25.8 -35.3 -21.3 -12.2 12.5 :

ハンガリー -25.9 -21.8 -17.4 -9.6 -0.4 7.0

マルタ -20.8 -20.1 -11.7 -14.5 -12.2 :

オランダ -25.4 -25.2 -22.2 -15.5 2.9 9.5

オーストリア -30.7 -27.1 -15.6 -20.4 5.1 :

ポーランド -13.9 -32.3 -19.2 -20.3 -12.6 -12.8

ポルトガル -28.0 -22.6 -24.9 -15.1 -11.8 -15.6

ルーマニア -20.5 -19.4 -19.1 -11.7 -6.7 -12.1

スロベニア -29.3 -20.2 -22.3 -1.6 14.7 5.6

スロバキア -28.2 -6.3 -14.6 -8.7 1.9 18.2

フィンランド -30.9 -37.3 -31.4 -27.3 6.9 15.4

スウェーデン -17.8 -20.5 -13.8 -15.4 -1.4 6.0

英国 -35.4 -15.5 -18.1 -8.4 -3.9 -7.2

　　　: 　データなし

C　未公表

製造業受注：国別動向

（前年同月比％）　

12月の製造業新規受注9.5％増 
ユーロ圏、17カ月ぶりプラス 
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インターネット検索最大手の米

グーグルは 2月 23日、欧州委員会
が同社に対して競争法上の調査を

開始したことを明らかにした。競

合企業から苦情が寄せられたこと

を受けたもので、同社が検索サー

ビスと検索連動型広告サービスで

の市場支配力を乱用して反競争的

行為を行ったかどうか事実関係を

調査する。 
グーグルが自社のブログで明ら

かにしたところによると、欧州に

苦情を申し立てたのは、英価格比較

ショッピングサイトの「ファウンデ

ム」、法律関連の検索サイトである

仏「ejustice.fr」、マイクロソフト傘下
の価格比較ショッピングサイト

「Ciao」。欧州委から 2週間前に調査
開始の通知があったという。 
ファウンデムと ejustice.frが問題
視しているのは、グーグルでの検

索順位。利用者がグーグルの検索

でサイトを探す場合、検索結果で

上位にくるサイトほど利用されや

すいことから、サイト運営者に

とって世界最大の検索エンジンで

あるグーグルでの検索順位は死活

問 題 だ。「フ ァ ウ ン デ ム」と

「ejustice.fr」は、グーグルが意図的
に両社の検索順位を低くしている

と主張している。 
また「Ciao」は、検索にかけたキー

ワードに関連する分野の広告を画

面に出す検索連動型広告サービス

で、グーグルが市場での強力な立

場を利用して、料金を不当に高く

設定していると指摘している。 
これに対してグーグルは「当社

は喜んで欧州委の質問に答える」

とした上で、「当社は利用者、パー

トナーの利益を念頭に、欧州の競争

上の枠内で事業を展開している」と

述べ、違法行為を否定している。 
欧州委は24日、3社からの苦情に
基づいて調査を開始したことを確

認した。ただ、正式な調査ではない

としている。 

<EU14427> 
 

欧州委員会は 2月 25日、複数の
自動車部品メーカーが車内の電子

部品をつなぐワイヤハーネスなど

配電システムをめぐりカルテルを

結んだ疑いで、関係各社に立ち入り

調査を行ったことを明らかにした。

日米の独禁当局と連携したもので、

これまでに矢崎総業などが調査を

受けたことを確認している。 
同カルテル疑惑をめぐっては、

EUに先立って米連邦捜査局（FBI）
と米司法省が 23日、矢崎総業、デ
ンソー、東海理化の米子会社に立

ち入り調査を実施。24 日には日本
の公正取引委員会が矢崎総業、古

河電気工業、住友電気工業などに

調査を実施した。 
欧州委が 24日に EU内の複数国
で実施した調査の対象企業は公表

されていないが、これまでに矢崎

総業、米リア・コーポレーション、

独レオニが調査を受けたことを確

認。矢崎総業によると、英国子会社

のヤザキ・ヨーロッパが捜索を受

けたという。 

<EU14426> 
 

欧州委員会は 22日、EU加盟を目
指すバルカン諸国に貿易上の優遇

措置を適用する制度の延長を提案

した。同措置はこれらの国々と EU
との経済統合を深めるため 2000年
に導入されたもので、2005 年に延

長された。今年 12月末で失効する
予定だったが、対象国にとって必

要と判断し、2015 年末まで適用す
る。これにより対象国は引き続き、

ほぼ全品目を EU に関税ゼロで輸
出できる。 
対象となるのは、EU加盟の前段
階となる「安定化・連合協定

（SAA）」を締結しているアルバニ
ア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ク

ロアチア、マケドニア、モンテネグ

ロ、セルビアの各国とコソボ。 
延長は EU 加盟国および欧州議
会の承認を経て正式決定する。 

<EU14424> 

 

バルカン諸国への貿易優遇を延長 

欧州委提案、2015年まで適用 

 

      

 自動車部品でカルテル疑惑 
欧州委、矢崎総業など調査 

 

欧州委が米グーグルを調査 

検索サービスめぐる苦情で 
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欧州委員会は 2月 24日、企業に
対する課税優遇措置により支給し

た違法な補助金を回収していない

として、ギリシャ政府を欧州司法裁

判所に提訴すると発表した。欧州委

は2008年に回収を命じたものの、現
時点でこれを確認できる情報を同

政府は提示していないという。 
ギリシャの前政権は2003～2004
年に幅広い業種の企業に対して利

益の 35％まで課税を免除する措置
を導入した。対象となる業種は繊

維材料製造や金属製造、自動車生

産、エネルギー生産、鉱業、農漁業、

国際貿易、一部の観光業。課税免除

分を購買や工場の建設・拡張、建

物・設備、車両購入、移転費用、リー

ス費用、調査、訓練などに使うこと

が条件で、税制の一部に組み込ん

で税務当局から免除を直接受ける

形にしていた。 

これに対して欧州委は 2008年、
ギリシャ政府はこの優遇措置につ

いて事前に欧州委の承認を受けて

おらず EU の公的支援ルールに違
反すると認定。同政府に対して、企

業から課税免除分に利子を加えて

回収するよう命じた。回収金額の

規模についてアルムニア委員（競

争政策担当）の報道官は、ギリシャ

政府が情報を提供していないため

正確な金額は不明としているもの

の推定では約 8,000 万ユーロに上
るとされる。 

<EU14430> 

欧州委員会は2月25日、三菱ケミ
カルホールディングスが三菱レイ

ヨンを買収する計画を承認したと

発表した。三菱ケミカルは昨年 11
月、三菱レイヨンを総額 2,280億円
で買収することで合意していた。 

欧州委は声明で、三菱ケミカル

は三菱レイヨン統合により多くの

関連事業の多くでシェアが拡大す

るものの、市場を独占して他社を

締め出すほどの支配力はなく、十

分な数の競合企業も存在するとし

て、買収に競争上の問題はないと

判断した。 

<EU14428> 

欧州委員会は 2月 26日、アイル
ランド政府が国内の大手銀行が抱

える不良資産を一括管理する受け

皿 機 関「国 家 資 産 管 理 機 関

（NAMA）」を創設する計画を承認
したと発表した。銀行の財務改善

によって貸し渋りが解消され、金

融市場の安定化と信頼回復につな

がると判断した。  
アイルランド政府は昨年 9 月、

NAMAを通じて国内大手 5行から
800 億ユーロ相当の不良資産を買
い取る計画を打ち出した。バラン

スシートから不良資産を切り離し

て銀行の経営を安定化させ、貸し

渋りの解消を図るのが狙い。対象

となるのはアングロ・アイリッ

シュ銀行、アライド・アイリッシュ

銀行、アイルランド銀行、アイリッ

シュ・ネーションワイド・ビルディ

ング・ソサイエティ、エデュケー

ショナル・ビルディング・ソサイエ

ティが保有する不動産融資関連の

不良債券で、簿価より 30％低い 540
億ユーロでNAMAに移管するとい
う内容だ。 
欧州委が受け皿機関による不良

資産処理構想を承認したのはドイ

ツに続いてアイルランドが 2 カ国
目。同スキームは大手銀行に対する

国家補助にあたるものの、不良資産

の買い取り価格が簿価に比べて低

く設定されていることなどから、金

融市場における競争が著しく阻害

される恐れはないと判断した。 
アルムニア委員（競争政策担当）

は「アイルランドは欧州で最も深

刻な金融危機の影響を受けた市場

の 1つであり、不動産バブルが状況
をさらに悪化させた。不動産融資に

関連した不良資産処理は銀行の財

務改善の鍵を握っており、NAMAの
創設が金融市場の回復と正常化に

つながる」と説明している。 
欧州委の決定を受け、アイルラ

ンドのレニハン財務相は同日、

NAMA を通じて今月中に大口債務
者 10社に対する 170億ユーロ相当
の不良債権を買い取り、残りにつ

いても年内にNAMAへの移管を完
了したい考えを明らかにした。 

<EU14429> 

 

銀行不良資産買い取り計画を承認 

欧州委、アイルランドに 

三菱ケミカルの三菱レイヨン

買収を承認 

ギリシャを欧州裁に提訴 
違法補助金の未回収で 

・産業調査 ・流通経路調査 

・業界調査 ・規制動向調査       

・公官庁動向調査     etc… 

お問合せ⇒ 

http://www.fbc.de/profile.htm  
TEL:069-5480950 / Email: fbc@fbc.de 

   担当: 調査部 藤田 まで 

FBC各種受託調査 
（経済・産業） 

市場特性、商品、技術動向、業界を

的確に把握するうえでの調査を実

施します。 
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欧州議会の女性の権利委員会は

2月 23日、EUで女性労働者に与え
られる出産休暇期間を現在の最低

14 週間から 20 週間に延長するほ
か、新たに最低 2週間の「父親休暇」
を導入することなどを柱とする法

案を賛成多数で採択した。欧州委

員会が 2008年に打ち出した原案と
比べて労働者の権利を一段と強化

した内容になっており、経済危機

で打撃を受けた産業界や深刻な財

政赤字に直面する加盟国からの反

発が予想される。欧州議会は 3月の
本会議で法案の採決を行い、その

後に EU閣僚理事会で協議する。  
EUが 1992年に採択した「妊娠中
または最近出産した労働者の安全

及び健康の改善を促進するための

指令」によると、労働者は産前・産

後に連続する 14週間の出産休暇を
取得する権利を有し、この期間に

は産前または産後に最低 2 週間の
強制的な出産休暇が含まれると規

定している。欧州委が打ち出した

現行指令の改正案は、国際労働機

関（ILO）の勧告に基づいて法定産
休期間を 18週間とし、休暇中の全
期間にわたって賃金の 100％支給
を義務付けるという内容。 
これに対して、今回採択された

対案の柱は◇法定産休期間を 20週
間に延長して全期間にわたり賃金

の 100％を支給し、産後 6週間の休
暇取得を義務付ける◇法定産休期

間中に男性労働者に対して最低 2
週間の休暇を保証する――の 2点。
さらに、現行ルールでは妊娠の開

始から出産休暇が終了するまでの

期間、雇用者は妊娠・出産を理由に

労働者を解雇できないことになっ

ているが、この期間を出産休暇の

終了から少なくとも 6 カ月後まで
延長することを提案している。 
法定産休期間は現在、ドイツの

14週間からブルガリアの最大45週
間まで国によって大きく異なり、

休暇中の手当てにもばらつきがあ

る。たとえば英国では最大 1年間の
出産休暇が認められているが、最

初の 6週間に賃金の 90％が支払わ
れた後は 33週間にわたって週 123
ポンドの法定給付が支給され、そ

の後は給付がなくなる。英産業連

盟（BCC）は欧州議会の対案が採択
された場合、企業は新たな負担を

強いられることになり、社会保障

制度の存続も脅かされると警告を

発している。 

<EU14431> 

 
      

20週の法定産休期間と父親休暇導入 
欧州議会の専門委が新提案 

欧州太陽光発電設備業界の動向 

太陽光発電設備からシステム、プラントデベロッパーの最新動向、さらに欧州各国

の太陽光発電市場統計や助成制度を紹介します。 

 ご注文・お問合せは、カスタマーサポートまで⇒ Tel:＋49-(0）69-5480-950 E-mail: info@fbc.de 

 

EU 議長国スペインのサパテロ首
相は 2月 24日、ジュネーブで開かれ
た死刑廃止世界会議で、EU が死刑
廃止に向けて、日本、米国、中国な

ど死刑制度のある国に対して 2015
年までに死刑執行停止に踏み切る

よう求める考えを明らかにした。 
EU では加盟各国が死刑制度を
廃止しており、2008 年には死刑反
対の宣言を出しているが、国際的

な停止の目標時期は明示していな

かった。同首相は「国連加盟国の 3
分の 2以上が死刑を廃止したか、執
行を停止している」と指摘し、年内

に国際委員会を設ける意向を示し

たが、具体的にどのように働きかけ

るかについては言及しなかった。 
国連総会は 2007年に死刑執行停
止を求める決議を採択しており、

すでに約 140 カ国が廃止または停
止している。イタリアのスコッ

ティ外務次官は「死刑廃止は確実

に前進しているものの歩みが遅

い」として、今年後半の国連総会で

新たな決議を求める方針を示し

た。欧州委員会の高官も米国や日

本など先進工業国にすでに働きか

けていることに触れている。米国

では35州で死刑制度が存続し2009
年には全米で週 1 件の割合で執行
されているが、10 年前に比べれば
執行件数は半減しているという。 

<EU14432> 

15年までに死刑停止、 

EUが日米などに要求へ 
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欧州自動車工業会（ACEA）が 2
月 26日発表した EU（キプロス、マ
ルタを除く 25カ国）の 1月の商用
車新車販売（登録）台数は 12 万
3,527台で、前年同月から 12.3％減
少した。減少は 21カ月連続。 
部門別では、3.5トン未満のバン
が5.2％減、3.5トン～16トン未満の
中型トラックが 40％減、16トン以
上の大型トラックが 43.5％減、3.5
トン以上のバス・コーチが 30.9％減
だった。 
販売が増えたのはフランス

（0.7％増）、イタリア（8.4％増）、
アイルランド（10.9％増）、スウェー

デン（4.7％増）、ポルトガル（12.3％
増）の 5カ国にとどまった。 

<EU14435> 

ドイツの Ifo経済研究所が 23日
発表した 2 月の独企業景況感指数
は 95.2となり、前月の 95.8から 0.6
ポイント低下した。同指数の悪化

は 09年 3月以来 11カ月ぶり。小売
業で景況感が特に冷え込み、全体の

足を強く引っ張った。今後 6カ月の
事業の見通しに関する指数（期待指

数）は前月の 100.6から 100.9へとや
や上昇。14 カ月連続で改善してお
り、Ifoのハンスヴェルナー・ジン所

長は「経済の回復は冬が終わった後

も続く」との見方を示した。 
事業の現状判断に関する指数は

前月の91.2から89.8に落ち込んだ。
積雪が相次ぎ路面が広い範囲で凍

結したことで消費者が外出を抑

制。その直撃を受けた小売業で現

状判断が大幅に悪化した。卸売業

と製造業は現状判断が悪化したも

のの、今後の見通しは改善してい

る。建設業は現状判断と今後の見通

しがともに改善した。建設活動は寒

波の影響で滞っているものの、1月
に比べると寒さがやや緩んだため

現状判断が好転したもようだ。 

<EU14436> 
 

欧州小売大手の仏カルフールは

2月 23日、不振のベルギー事業を縮
小すると発表した。627店舗のうち
不採算の 21店を 6月末までに閉鎖
し、従業員 1,672人を解雇する。さら
に20店舗の売却も検討するという。 
カルフールは 2005年にベルギー
に進出し、食品小売では国内大手

となった。しかし、地元系スーパー

との競争激化により苦戦が続き、

売上高（既存店ベース）は 2005年
から 5年連続で減少していた。 

<EU14433> 

半導体大手の独インフィニオン

は 2月 22日、同社と北米子会社が

エルピーダメモリを米国際貿易委

員会（ITC）に提訴したと発表した。
エルピーダの DRAMと DRAM製
品がインフィニオンの半導体プロ

セスとデバイス生産に関する特許

4件を侵害している主張。エルピー
ダの当該製品の米国輸入・販売を

差し止めるよう求めている。 

<EU14434> 
 

独インフィニオン、 

エルピーダを提訴 

独企業景況感、 

11カ月ぶり悪化 

 

仏カルフール、 

ベルギー事業縮小 

1月のEU商用車販売は12％減 

＜タイトル例＞全22タイトル 
 ●西欧自動車工業界の動向 ●独・中東欧における日系企業の動向 ●EUにおける環境規制動向 ほか 

2009年の１年間で、弊社刊行の各

経済誌に掲載された記事、約１万件

の中から日系企業の皆様の関心の

高い分野を選択し地域別・業界別に

編纂し直しました。 

 FBC地域・業界別総括版 2010       

お問い合わせ・お申込みは http://www.fbc.de/special/special.htm または 弊社カスタマーサービスまで  

TEL：069-5480950 FAX：069-54809525 E-mail：info@fbc.de 

☆年次保存版・新規赴任者の勉強ツールとして！ 
☆見落とした業界情報の再考に！ 
☆新規ビジネスの基礎資料に！  
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■フォルクスワーゲン 

（独自動車大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
9 億 6,000 万ユーロで、前年から
80％減少。販売台数は欧州各国の
新車買い替え奨励策や中国での販

売増により 1.3％増の 634万台に増
えたが、高級車部門「アウディ」は

苦戦。「シュコダ」など低価格車が

中心だったため収益が悪化した。

売上高は 8％減の 1,052億ユーロ。 

<EU14437> 

■コメルツバンク 

（独大手銀行） 

2009年10－12月期（第4四半期）
決算の最終損益は 18 億 8,000 万
ユーロの赤字となり、赤字幅は前

年同期の 8億 900万ユーロから拡
大。モノライン（金融保証会社）関

連の投資の評価損が膨らんだこと

や、米不動産市場や中東欧での不

良債権拡大が響き、収益が悪化し

た。12月通期は45億ユーロの赤字。
前年は 65億ユーロの赤字だった。 

<EU14438> 

■アリアンツ 

（独保険大手） 

2009年10－12月期（第4四半期）
決算の最終損益は 10 億 9,000 万
ユーロの黒字で、前年同期の赤字

（30億ユーロ）から改善。主力の損
保部門が 22％の増益となったほ
か、生保部門が黒字転換したこと

が大きかった。12 月通期は 43 億
4,500万ユーロの黒字。前年は 21億
8,700万ユーロの赤字だった。 

<EU14439> 

■コンティネンタル 

（独タイヤ・自動車部品メーカー） 

2009年12月通期決算の最終損益
は 16億 5,000万ユーロの赤字で、赤
字幅は前年の11億ユーロから47％
拡大。自動車販売の不振で需要が

冷え込んだ。売上高は 17％減の 201
億ユーロ。 

<EU14440> 

■ドイツテレコム 

（独通信最大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
3 億 5,300 万ユーロで、前年から
76％減少。英携帯電話サービス部
門などの資産価値減少が響いた。

売上高は 5％増の 646億ユーロ。 

<EU14444> 

■ロイズ・バンキング・グループ 

（英大手銀行） 

2009年12月通期決算の税引き前
損益は 63億ポンドの赤字。英住宅
金融大手 HBOSの買収に伴って不
良債権が 60％増えたことが響い
た。ただ、赤字は前年の 67億ポン
ドを下回った。 

<EU14450> 
 

■BASF 

（独化学大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
14 億 1,000 万ユーロで、前年から
51.6％減少。不況による需要低迷で
売上高が 19％減の 507億ユーロに
落ち込んだ。ただ、10－ 12月期は
コスト削減効果で 4億 5,500万ユー
ロの純利益を計上し、前年同期の

赤字（3億 1,300万ユーロ）から黒字
に転じた。 

<EU14441> 
 

■バイエル 

（独製薬・化学大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
13 億 5,900 万ユーロで、前年から
20.9％減少。製薬部門は好調だった
が、景気の変動を受けやすい化学

部門の不振が響いて減益となっ

た。売上高は 5.3％減の 311億 6,800
万ユーロ。10－ 12月期は純利益が
前年同期比 44％増の 1億 5,300万
ユーロに拡大した。 

<EU14442> 
 

■メルク 

（独化学・製薬大手） 

2009年10－12月期（第4四半期）
決算の最終損益は 5,670 万ユーロ
の黒字で、前年同期の赤字（2 億
8,000万ユーロ）から改善。販売が堅
調だったほか、前年同期のような

多額の特別損失がなかったことで

収益が拡大した。売上高は 6％増の
20億ユーロ。12月通期は純利益が
前年とほぼ同水準の 3 億 6,600 万
ユーロ、売上高が2％増の78億ユー
ロだった。 

<EU14443> 
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■カールスバーグ 

（デンマーク・ビール大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
36 億クローネで、前年の 26 億ク
ローネから増加。販売は苦戦して

売上高が1％減の594億クローネに
とどまったが、コスト削減効果で

収益が拡大した。 

<EU14455> 

■RWE 

（独エネルギー大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
36億ユーロで、前年の 26億ユーロ
から急増。オランダ電力大手エッ

セントの買収効果が反映された。

売上高はエネルギー需要の落ち込

みで 2.5％減の 480億ユーロに後退
した。 

<EU14445> 

■フランステレコム 

（仏通信最大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
29 億 9,700 万ユーロで、前年から
26％減少。EUから不当な免税措置
と認定された 9億 6,400万ユーロを
国庫に返納したことが響いた。売

上高は 3.7％減の 459 億 4,000 万
ユーロ。 

<EU14446> 

■デクシア 

（仏・ベルギー系大手銀行） 

2009 年 12 月通期決算で 11 億
ユーロの純利益を計上。金融危機

でベルギー、フランス、ルクセンブ

ルクから公的救済を受けた 2008年
は 33億ユーロの赤字だったが、不
良債権処理が進んだほか、コスト

削減、資産売却で黒字に転換した。 

<EU14448> 

■クレディ・アグリコル 

（仏大手銀行） 

2009年10－12月期（第4四半期）
決算で 4億 3,300万ユーロの純利益
を計上し、前年同期の赤字（3億 900
万ユーロ）から黒字に転換。投資銀

行部門は赤字だったが、資産運用、

リテール銀行部門が好調で収益を

押し上げた。黒字は 4四半期連続。
12月通期は 11億 3,000万ユーロの
黒字で、黒字幅は前年から 9.9％増
えた。        <EU14447> 

 
 

■ロイヤル・バンク・オブ・ 

スコットランド 

（＝ RBS：英最大手銀行） 

2009年12月通期決算の最終損益
は 36億ポンドの赤字となったが、
赤字幅は過去最高だった前年の

243億ポンドから大きく縮小。金融
市場の混乱が一服し、投資銀行部

門の営業損益が 75億ポンドの黒字
となり、前年の赤字（18億ポンド）
から回復した。不良債権の引当金

は倍近い 139 億ポンドに膨らんだ
が減少傾向にあり、最悪期は過ぎ

たとしている。    <EU14449> 

■エイゴン 

（オランダ保険大手） 

2009年10－12月期（第4四半期）
決算で 3億 9,300万ユーロの純利益
を計上し、前年同期の赤字（11 億
8,000万ユーロ）から黒字に転換。金
融市場の改善で投資収益が前年同

期の 1億 3,600万ユーロから 3億
2,400万ユーロに拡大、資産の評価
損が大きく縮小し、2四半期連続で
黒字となった。 

<EU14451> 

■ハイネケン 

（オランダ：ビール大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
10億 1,800万ユーロで、前年の 2億
900 万ユーロから急増。売上高は
2.7％増の 147億ユーロと小幅の増
収にとどまったものの、前年のよ

うな多額の資産評価損がなく、利

益が大きくかさ上げされた。 

<EU14452> 

■イベルドローラ 

（スペイン電力大手） 

2009年12月通期決算の純利益は
28 億 2,000 万ユーロで、前年から
1.3％減少。不況が続くスペインで
の電力需要急減で売上高が2.5％減
の 245億 5,000万ユーロに落ち込ん
だほか、前年のような多額の資産

売却益がなかったことで減益と

なった。       <EU14453> 

■テレフォニカ 

（スペイン通信最大手） 

2009年10－12月期（第4四半期）
決算の純利益は 24億 4,000万ユー
ロで、前年同期から 22％増加。中南
米事業が好調で収益を押し上げ

た。売上高は 1.2％増の 149億 8,000
万ユーロ。12 月通期は 2.4％の増
益、2.1％の減収だった。 

 <EU14454> 
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      ＜2010年2月15日～26日＞ 

2728.47 

2620

2640

2660

2680

2700

2720

2740

2760

2780

2800

2820

DJ EUROSTOXX50

（ユーロ圏）

最高値（19日）：2793.37
最安値（15日）：2683.83

5598.46 

5400

5450

5500

5550

5600

5650

5700

5750

DAX（独）
最高値（19日）：5722.05
最安値（15日）：5511.10

3708.80 

3500 

3550 

3600 

3650 

3700 

3750 

3800 

CAC40（仏）
最高値（19日）：3769.54
最安値（15日）：3609.22

21068.32 

20200

20400

20600

20800

21000

21200

21400

21600

21800

22000

FTSE MIB（伊）
最高値（19日）：21772.33
最安値（25日）：20843.23

2265.01 

2140

2160

2180

2200

2220

2240

2260

2280

2300

WIG20（ポーランド）最高値（17日）：2281.92
最安値（25日）：2198.36

5354.50 

5050

5100

5150

5200

5250

5300

5350

5400

FTSE100（英）
最高値（19日）：5358.20
最安値（15日）：5167.50


